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第１章 計画の目的と位置付け 

１ 改定の背景と目的 

人口減少や少子高齢化の進行に伴い、適正に管理が行われていない空き家等が周辺住民の生活

環境に影響を与える事案が発生していることから、国においては、「空家等対策の推進に関する特

別措置法」（平成 26 年 11 月 27 日公布、平成 27 年 5 月 26 日完全施行。以下、「法」という。）を

制定しました。 

本市においても、空き家等の所有者等及び市の責務を明らかにするとともに、空き家等対策に

関して必要な事項を定めることにより、生活環境の保全及び安全に安心して暮らせるまちづくり

の推進に寄与することを目的として、「那須塩原市空き家等対策の推進に関する条例」（平成 28年

3月 23日公布、平成 28年 4月 1日施行。以下、「条例」という。）を制定しました。 

また、この条例に示された基本理念を実現し、空き家等の適正管理や利活用の促進などの様々

な施策を総合的かつ計画的に実施するため、法第 6 条及び条例第 5 条の規定に基づき「那須塩原

市空き家等対策計画」を平成 29年 6月に策定しています。 

この計画の期間は、平成 29 年度から令和 8 年度までの 10 年間ですが、社会・経済状況の変化

や国・県の動向、市の上位・関連計画等を踏まえ、5年を目途に計画の見直しを行うこととしてい

ます。また、市の上位計画である「那須塩原市総合計画」がコロナ禍を考慮して計画期間を１年

延伸したことに伴い、本計画の計画期間も「平成 29 年度から令和 9 年度までの 11 年間」と１年

間延伸することとします。 

計画の見直しにおいては、空き家バンク制度や解体補助制度などの計画に掲げた各施策の取組

に対する評価を行うとともに、高齢化の更なる進展に伴う空き家等の増加問題やコロナ禍で表面

化した諸問題など新たな課題への対応を検討し、空き家等対策を総合的に実施していくため、計

画の改定を令和 5年 3月に行いました。 

このような中、法が令和 5年 6月に改正され、令和 5年 12月に施行されました。改正された法

には、特定空き家等に加え｢管理不全空き家等｣及び｢空家等管理活用支援法人」「空家等活用促進

区域」等の項目について追加されたことから、これらの事項に対応するため、計画を改定します。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、法第 6 条及び条例第 5 条の規定に基づき策定しています。また「第 2 次那須塩原市

総合計画」をはじめとした市の上位・関連計画とも整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 本計画と SDGｓとの関係 

ＳＤＧｓとは、「Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標」の略称であり、平成

27（2015）年に国連サミットにおいて、令和 12（2030）年を達成年限として全ての加盟国により

採択された国際社会共通の目標です。 

本計画においても、目標 11「住み続けられるまちづくりを」、目標 17「パートナーシップで目

標を達成しよう」の実現に向け、安全で安心して住み続けられる持続可能なまちづくりを目指し

て、空き家等対策の推進に取り組んでまいります。 

 

  

包摂的で安全かつ

強靭（レジリエン

ト）で持続可能な都

市及び人間居住を

実現する 

持続可能な開発の

ための実施手段を

強化し、グローバ

ル・パートナーシッ

プを活性化する 

 

住生活基本計画 
（全国計画） 

那須塩原市定住促進計画 

（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 

空家等対策の推進に関する 
特別措置法 

那須塩原市空き家等対策計画 

栃木県住宅 
マスタープラン 

那須塩原市都市計画マスタープラン 

その他関連する計画 

第 2次 
那須塩原市総合計画 

那須塩原市空き家等対策の 
推進に関する条例 

那須塩原市立地適正化計画 

国土利用計画 
那須塩原市計画 

《根拠となる法令》 《市の上位・関連計画》 《国・県の関連計画》 

○関連計画 

那須塩原市住宅マスタープラン 
（住生活基本計画） 
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４ 計画の対象  

（１）対象とする空き家等の種類 

本計画の対象とする空き家等の種類は、条例第 2 条第 1 項第 1 号に規定する空き家等（法第 2

条第 1項に規定する空家等）とします。 

「空き家等」 

建築物※1 又はこれに附属する工作物※2 であって居住その他の使用がなされていないことが常

態※3であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は

地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

「管理不全空き家等」 

空き家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空き家等に該当す

ることとなるおそれのある状態にあると認められる空き家等をいう。 

「特定空き家等」 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害と

なるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる

空き家等をいう。 
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（２）空き家等対策の対象地区 

空き家等に関する対策は、雪害、地震、風水害、土砂災害等の各種災害により被害が生じる可

能性も考慮し、市内全域を対象地区とします。 

また、今後の空き家等の発生状況により、空き家等に関する対策を重点的に推し進める必要が

ある場合には、重点対象地区を設けることを検討します。 

 

■対象とする空き家等の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈用語の説明〉 

※1 建築物：建築基準法第 2 条第 1 項の「建築物」と同義であり、土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱又は

壁を有するもの（これに類する構造のものを含む。）、これに附属する門又は塀等をいう。 

※2 建築物に附属する工作物：ネオン看板など門又は塀以外の建築物に附属する工作物をいう。 

※3 常態：おおむね年間を通して建築物等の使用実績がないこと。 

※ 所有者：空き家等の建物所有者及び土地所有者。 

※ 所有者等：所有者又は管理者。  

《 建築物 又は 建築物に附属する工作物 》 

建築物※1 

（例：住宅、店舗、工場、 

   倉庫、ホテル 等） 

《 敷地 》 

（立木その他敷地に定着する物を含む） 

建築物に附属する工作物※2 

（例：ネオン看板 等） 

居住その他の使用がなされていないことが常態※3であるもの 
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第２章 空き家等対策におけるこれまでの取組と今後の課題 

１ 市内の空き家等の現状 

全国的に人口の減少や高齢化が進み、空き家等が増加している状況の中、市内における空き家

等の状況は、平成 30 年住宅・土地統計調査「その他の住宅」及び「空き家率」、並びに令和 3 年

度の空き家等実態調査「空き家等戸数」において、前回の調査結果と比べ若干減少しています。

特に、西那須野地区の居住誘導区域内では、空き家や空き店舗等の活用や除却が進んでいること

がうかがえます。 

 

■空き家の種類別空き家戸数及び空き家率の推移 

 

資料：住宅・土地統計調査 

■空き家等実態調査で把握した空き家等件数に対する増減割合 

 
資料：那須塩原市空き家等実態調査 

 

 

 

 

 

 

 

〈注釈〉 

第２章に掲載しているデータの詳細については、資料編をご覧ください。  
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２ これまでの取組・評価 

「那須塩原市空き家等対策計画（平成 29 年 6 月）」に基づくこれまでの市の取組と評価は、次

に示すとおりです。 

 

■空き家等対策におけるこれまでの取組・評価 

取組方針 これまでの取組・評価 

1 空き家等の適正な管理の促進 

（１）空き家化の予防 
 ①市民意識の醸成 
 
（２）空き家等の適正な維
持管理 

 ①所有者の意識啓発 
 

●空き家化の予防や適正管理の促進に向けて、広報やホームページを活用
した情報発信、ポスター制作、市民講座の開催※等を実施 

（※H30 年度：1 回、R 元年度：1 回） 
●管理不全な空き家等に関する相談のほか、空き地・立ち木等の管理や衛生
害虫等に関する相談受付を実施しており、所有者等に適正管理の依頼や
助言指導を実施 

●また、地域包括支援センターにおける総合相談業務の中で、高齢者の持ち
家相談にも対応 

▶ 今後も高齢者の増加や空き家等の発生増加が見込まれる一方で、市民講
座等は市民からの要請が少ない状況にあり、引き続き空き家予防や空き
家の適正管理につながる意識啓発・情報提供が必要 

▶ なお、専門家や民間事業者と連携した相談体制については、主体となる団
体の確保が課題となっており、見直しを検討 

（１）空き家化の予防 
 ②安心して住み継がれる

住まいづくり 
 

●空き家化の予防の観点から、高齢期になっても現在の住まいに安心して
住み続けられるとともに、所有者が変わった際にも容易に利活用が行え
るよう、木造住宅耐震診断・耐震改修費等補助※、居宅介護住宅改修、高
齢者住宅改修相談員派遣事業等を実施 

（※R3 年度：診断 14 件、改修 1 件・建替え 6 件） 
▶ 特に、耐震診断・改修費等補助については、ダイレクトメール等での普及
啓発により利用希望者が増加するなど、着実に住宅の耐震化は進んでお
り、引き続き住宅の耐震化やバリアフリー化に関する周知・啓発が必要 

（２）空き家等の適正な維
持管理 

 ②地域と連携した空き家
等の見守り体制の整備 

 

▶ 所有者等に代わって空き家等の管理を行うサービスとして、「空き家等の
適正管理に関する協定」に基づきシルバー人材センターを紹介しており、
所有者不存在の空き家等についても維持管理作業の実施可能性を検討 

▶ 警察や消防等の関係機関とは、空き家等の位置情報を共有し、巡回等に活
用できる体制を検討中 

▶ なお、不動産事業者等による空き家等の見守りサービスについては、取組
事例が少ないため見直しを検討 

（２）空き家等の適正な維
持管理 

 ③空き家等の管理者の特
定 

 

▶ 空き家等の所有者等の特定にあたっては、固定資産税情報等の活用を図
っているが、所有者不存在の空き家等が増加 

▶ 管理不全により重大な危険が切迫している場合には、必要な最小限度で
応急代行措置※を実施しているが、安易な措置はモラルハザードにつなが
りかねないことから、簡易な苦情対応への取組を検討 

（※H29 年度：2 件、H30 年度：2 件、R2 年度：1 件、R3 年度：1 件） 
▶ 所有者不存在の空き家等の解決に向けて、財産管理人制度について引き
続き活用可能性を検討 

2 空き家等の活用の促進 

（１）空き家等の市場流通 
 ①空き家バンクの活用に

よる定住等の促進 
 

●空き家バンクの活用を促進するため、ポスター制作や移住相談者等への
登録物件の紹介、利用に伴うリフォーム補助・子育て世帯転居補助・契約
媒介手数料補助等を実施（居住誘導区域内ではリフォーム補助を上乗せ） 

▶ 空き家バンクを通じて空き家等の市場流通が実現した一方で、登録物件
が少ないため、移住相談者の希望に応えられないケースもみられる 

▶ 所有者等への普及・啓発や既存制度の周知・活用など、流通可能な空き家
等の掘り起こしが必要 
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取組方針 これまでの取組・評価 

 ②中古住宅の流通促進に
向けた支援の充実 

 

●中古住宅の流通促進に向けた支援として、「地方創生の推進に関する包括
連携協定」を結んでいる足利銀行の空き家対策優遇金利を紹介 

●また、国や県等からのパンフレットを活用して DIY 型賃貸借やマイホー
ム借上げ制度等について情報提供 

▶ 建物現況調査（インスペクション）に関しては要望が少ないため、見直し
を検討 

 ③空き店舗を活用した地
域産業の活性化 

 

●多様化する創業スタイルの支援と空き店舗の解消に向けて、オフィス整
備費補助※を実施（都市機能誘導区域内では補助額を上乗せ） 

（※R3 年度：2 件） 
●また、チャレンジショップ支援事業※として、令和元年度までは家賃補助、
令和 2 年度からは改修費補助を実施（都市機能誘導区域内では補助額を
上乗せ） 

（※H29 年度：5 件、H30 年度：3 件、R 元年度：4 件、R2 年度：6 件） 
▶ 令和 3 年度中はコロナ禍により積極的な創業はなかったが、商工会で実
施する創業セミナーでは、受講者同士のネットワークも広がっており、引
き続き事業継続が必要 

（２）地域資源としての活
用 

 ①地域課題に応じた空き
家等活用・跡地活用 

 ②地域貢献活用のための
企画・運営支援の検討 

 

●地域課題の解消に向けて、空き家・空き店舗等を活用した子育てサロン※

の整備や、生きがいサロン推進事業、通所型サービス B 事業等を実施 
（※NPO 法人に委託し 2 か所で実施） 
●都市計画分野では、毎年度、立地適正化計画誘導施策検討会を実施 
▶ 観光分野では、令和 3 年 3 月に策定した観光マスタープランに基づき、
空き店舗、空き地、公共施設などの休眠/放置資源を活かした取組を検討
中 

▶ なお、お試し居住（移住体験）としての活用に関しては、改修費や維持管
理費などもかかるため、空き家等の活用ではなく既存公共施設等を活用
する方法等を検討する予定 

▶ 空き家等活用ワークショップやコーディネーターに関しては、専門家の
確保が課題となっており見直しを検討 

3 特定空き家等に対する措置 

（１）法及び条例に基づく
措置 

 

●管理不全な空き家等に対して、法及び条例に基づく立入調査、特定空き家
等の認定※、助言又は指導、勧告、命令、公表等を実施 

（※H29 年度：5 件、H30 年度：1 件、R3 年度：1 件） 
●必要な措置を命ぜられたものがその措置を履行しない場合の行政代執
行、措置を行うべき者が確知できない場合の略式代執行を実施※ 

（※行政代執行 R 元年度：1 件、略式代執行 R2 年度：1 件） 
●建築基準法に基づく口頭指導を実施 
▶ 管理不全な空き家等に対する措置を継続するほか、増加する所有者不存
在の空き家等への対応を検討 

（２）所有者等に対する支
援 

 

●老朽化した特定空き家等の除却促進のため、解体補助※を実施（居住誘導
区域内では補助額を上乗せ） 

（※H30 年度：13 件、R 元年度：15 件、R2 年度：15 件、R3 年度：12 件） 
●特定空き家等の除却促進に向けた支援として、「地方創生の推進に関する
包括連携協定」を結んでいる地域金融機関の空き家対策優遇金利を紹介 

▶ 金銭的な理由により特定空き家等への対策が進まない所有者等への支援
として、引き続き事業継続が必要 
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３ 空き家等対策における今後の課題 

市内の空き家等の現状やこれまでの空き家等対策の取組等を踏まえて、今後の空き家等対策に

おける課題を整理します。 

 

（１）長期間使用されていない空き家等への対応強化 

居住誘導区域外や公共交通の利便性が低い地域などでは、平成 28年度から空き家等の状態が継

続している割合が多く、時間経過とともに空き家等の腐朽・破損が進行しています。また、平成

30年に実施された空き家等所有者に対するアンケート調査（以下、「所有者アンケート調査」とい

う。）においても、建物を 10 年以上使っていないと回答した割合が多く、使用されない状態が長

期化していると考えられます。 

このような空き家等が管理不全とならないよう、所有者等に対して適正な管理や、活用・除却

を含めた対策を働きかける必要があります。 

さらに、長期間使用されていない空き家等の中では、相続人が相続放棄又は所有者が行方不明、

解散法人が未清算など、所有者等を確知することができないものが増加傾向にあることから、こ

うした対応困難物件に対する対策を検討する必要があります。 

 

■平成 28年度調査で把握した空き家等件数に対する増減割合（居住誘導区域の別） 

 

資料：那須塩原市空き家等実態調査 

■腐朽・破損の状態（新規・継続の別） 

 

資料：那須塩原市空き家等実態調査 
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（２）空き家等の更なる流通促進に向けた対応の充実 

市内の空き家等のうち、腐朽・破損のないものは約 6 割を占め、比較的状態が良いと考えられ

る空き家等も数多く存在しています。また、近年は市内への転入者が転出者を上回る社会増の状

況であり、新型コロナウイルスの影響を受け、テレワークの普及による都心等からの移住相談も

増加していることから、空き家等の中古住宅を定住促進等に活用していくことが重要です。 

一方、平成 30年に実施された所有者アンケート調査では、空き家等の売却を希望する所有者等

が多いにもかかわらず、空き家バンク制度を知っていると回答した割合は約 15%にとどまってお

り、空き家バンクへの登録物件も少ない状況となっています。そのため、既存制度の周知・活用

を図りつつ、更なる所有者等への普及・啓発等に取り組み、流通可能な空き家等の掘り起こしを

進める必要があります。 

 

■転入・転出者数の推移 

 
資料：栃木県毎月人口調査 

■今後の活用意向                ■空き家バンクの認知状況 

 

資料：空き家等所有者に対するアンケート調査（平成 30 年） 
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（３）多様なビルディングタイプの空き家等や地域特性に対応した活用の促進 

市内の空き家等のうち、一戸建住宅が約 67%を占める一方で、共同住宅や長屋、店舗・事務所、

工場・倉庫、ホテル・旅館などの空き家等も合わせて約 25%存在しています。また、空き家等の種

類を地区別にみると、塩原地区では「ホテル・旅館」の割合が多いなど、地域ごとの特徴が空き家

等の特性にも反映されています。 

このような一戸建住宅以外の空き家等は、老朽化が進んだ際に周囲の生活環境に与える影響が

大きいと考えられる一方、地域活力の維持・増進につながる資源として、起業創業による産業活

性化や商店街の活性化、観光産業への活用など様々な方面での活用が期待されます。また、高齢

化の進んだ地域や子育て拠点の不足する地域では、高齢者や子育て世帯の居場所など地域課題の

解決につながる活用も期待されます。 

そのため、本市の特徴である多様なビルディングタイプの空き家等や地域特性に合わせて、空

き家等の多面的な活用を促進する必要があります。 

 

■建築物の種類（経年比較） 

 

資料：那須塩原市空き家等実態調査 

■建築物の種類（地区別） 

 
資料：那須塩原市空き家等実態調査 
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（４）市施策の隙間にある空き家等への対応 

空き家等のうち、部分的な腐朽・破損があるものは約 30%存在しています。こうした空き家等の

中には、空き家バンクに登録ができるほど状態が良くない一方で、除却補助の対象になるほど劣

化が進んでいるわけではない、いわば市施策の隙間にある空き家等も含まれています。 

平成 30年に実施された所有者アンケート調査においても、今後の活用意向を「未定」とする所

有者等が多いなかで、空き家等の状態が長期化し腐朽・破損が進むと、空き家等の活用も困難と

なるため、所有者等に対して早めの対策を促す必要があります。 

そのため、所有者等への意識啓発とともに、当該空き家等に対する支援策を検討する必要があ

ります。 

 

 

（５）地域特性を踏まえた空き家等の発生予防の充実 

前回調査以降に新たに発生した空き家等をみると、市内全域で空き家等は発生していますが、

居住誘導区域外など立地条件の不利な場所にある空き家等については、空き家等の状態が継続し

ている割合が多くなっています。そのため、空き家等の発生については、立地条件による影響が

小さい一方で、一度発生した空き家等が活用されるかどうかについては、立地条件による影響が

大きいと考えられます。 

立地条件が不利な場所で空き家等が発生すると、その後の活用が困難である場合が多いことか

ら、空き家等を発生させないための事前の予防対策が重要となります。人口の将来推計からも、

今後 20年程度は空き家等の発生増加が見込まれるため、福祉部門等と連携しながら事前対策の充

実を図る必要があります。 

 

■85歳以上人口の将来推計          ■死亡者数の将来推計 

  

資料：【令和 2 年まで】国勢調査 

【令和 7年以降】国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成 30（2018）年推計）より算出 
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第３章 空き家等対策の基本的な考え方 

１ 空き家等対策の基本理念 

 

 

 

 
 

適正に管理が行われていない空き家等の増加は、市民の安全・安心な生活環境に深刻な影響を

及ぼす一方で、空き家等を有効に活用することにより、地域活力の維持及び増進、生活環境の快

適性や利便性の向上につながる資源として役立てることもできます。 

市内における空き家等の状況をみると、前回の調査と比べてやや改善がみられる一方で、人口

減少や高齢化の進展に伴い、今後 20年程度は空き家等が増加するものと見込まれることから、引

き続き空き家等対策に取り組んでいく必要があります。 

そのため、これまでの空き家等対策の基本理念を継承し、市及び所有者等がそれぞれの責務の

下に主体的かつ積極的に空き家等対策を推進することとします。 
 

２ 空き家等対策の取組方針 

空き家等対策の基本理念を踏まえて、以下の方針で空き家等対策に取り組むこととします。 

【3 つの大方針】 【5 つの方針】             【具体的な内容】 

空き家等の 

適正な管理 

の促進 

 

予防 

 居住段階から空き家等にならないように意識付けを行い、適正な維持管理を促進 

 福祉部門と連携しながら持ち家に居住する高齢者等への事前対策を充実 

 相続登記の徹底や早期の活用・除却等を促進し、空き家等の発生を抑制 

 
維持 

管理 

 管理不全となる空き家等の増加を防ぐとともに、良好な状態の空き家等を維持して

建物の活用を容易にするため、所有者等による空き家等の適正な維持管理を促進 

 所有者不存在の空き家等の解決に向けた財産管理制度の活用や、軽微な措置を検討 

空き家等の 

活用の促進 

 

流通 

 中古住宅として流通可能な良質な住宅の掘り起こしに取り組み、その情報を移住希

望者等に対して発信することで、空き家等の市場流通を支援 

 空き家バンクでは取扱いが難しい低廉空き家等の流通を支援 

 空き店舗等については、創業や雇用創出等のための活用を促進 

 

活用 

 地域の課題や需要に合わせて、空き家等の住宅以外の用途への転用や除却後の跡地

活用等を図り、持続可能な地域づくりに向けた空き家等の有効活用を促進 

 多様なビルディングタイプの空き家等の特徴を生かし、高齢者や子育て世帯の居場

所に対する支援及び観光振興などへの活用を促進 

 実態調査を基に空き家等の状況を踏まえ、必要に応じて空家等活用促進区域の指定

を検討 

 所有者からの相談に対応するため空家等管理活用支援法人の指定を検討 

管理不全空き

家等・特定空

き家等に対す

る措置 

 

除却 

 管理不全となった空き家等の除却等の促進を含めて、空き家等の適正な管理を促進

し、住環境の安全性を向上 

 災害に備えた予防的な除却や、狭小敷地、無接道敷地等の空き家等の除却を促進 

市民が安全に安心して暮らし、 

快適で便利な生活を実感できるまちづくり 



13 

第４章 空き家等対策の基本的な施策 

１ 施策体系 

本市における空き家等対策の基本的な施策を以下に示します。 

  【3 つの大方針】               【5 つの方針・施策・主な取組】 

 

 

 

 

 

  
空き家等の 
適正な管理 
の促進 

① 空き家予防に関する市民意識の醸成 

市民への情報発信、固定資産税納税通知書を活用した啓発 等 

② 相続登記の徹底 

相続登記の必要性に関する周知・啓発 等 

③ 安心して住み継がれるための住まいの質の向上 

耐震診断・耐震改修の促進、リフォームに関する情報提供 等 

空き家等の 
活用の促進 

管理不全 
空き家等・
特定空き家
等に対する

措置 

① 所有者等への意識啓発 

空き家等の所有者等の意向把握、適正な維持管理に関する相談対応 等 

② 地域と連携した空き家等の見守り体制 

協定に基づくシルバー人材センターの紹介 等 

③ 所有者不存在空き家等への対応 

所有者不存在の空き家等へ財産管理人の申し立ての措置、財産管理制度

の活用 等 

① 空き家バンクの活用による定住等の促進 

空き家バンクへの物件登録の促進、補助金制度の周知・普及 等 

② 中古住宅の流通促進に向けた支援の充実 

金融機関と連携した支援制度の充実 等 

③ 空き店舗を活用した地域産業の活性化 

空き店舗等を活用したオフィス誘致、創業支援 等 

④ 空家等活用促進区域、空家等管理活用支援法人の指定についての検討 

空家等活用促進区域の設定、空家等管理活用支援法人の指定 等 

① 地域課題に応じた空き家等活用・跡地活用 

地域での居場所、子育てサロン、観光交流施設等としての活用 等 

① 管理不全空き家等に対する措置 

管理不全空き家への認定やガイドラインに基づく指導・勧告 等 

② 特定空き家等に対する措置 

地域住民の生活環境に影響を及ぼしている空き家等について、特定空き

家等に認定し、助言・指導、勧告等を実施 

③ 所有者等に対する支援 

老朽化した危険な空き家等の解体補助による除却の促進 等 

 

空き家化の予防 

空き家等の適正な維持管理 

法及び条例に基づく措置・所有者等に対する支援 

空き家等の市場流通 

地域資源としての活用 
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２ 空き家等の適正な管理の促進 

（１）空き家化の予防 

【施策①】空き家予防に関する市民意識の醸成 

居住段階から空き家等にならないよう所有者等に意識付けを行い、適正な維持管理を促します。 

[主な取組] 

 ●市民への情報発信 

  ・市の広報やホームページを活用した定期的な情報発信 

  ・空き家対策ポスターの作成 

  ・市民講座の開催（空き家相談会、空き家セミナー） 

 ●固定資産税納税通知書を活用した空き家対策に関する啓発† 

 ●持ち家に居住する高齢者に対する相談対応† 

  ・地域包括支援センターにおける総合相談業務 

  （高齢者の持ち家相談、成年後見制度利用相談） 

【施策②】相続登記の徹底 

相続等で住宅を取得した新たな所有者等には、相続登記の徹底や利活用又は除却等を促し、空

き家等の発生を抑制します。 

[主な取組] 

●持ち家に居住する高齢者に対する相続対策の周知・啓発活動 

  ・地域包括支援センター等と連携した高齢者世帯への啓発 

●相続登記注 1の必要性に関する周知・啓発† 

【施策③】安心して住み継がれるための住まいの質の向上 

空き家化の予防の観点から、高齢期を迎えても現在の住まいに安心して住み続けられるととも

に、所有者が変わった際にも住宅の利活用が容易に行えるよう、質の高い住まいづくりを促進し

ます。 

[主な取組] 

●耐震診断・耐震改修の促進 

  ・木造住宅耐震診断費等補助・耐震改修費等補助制度 

  ・ダイレクトメール等での普及啓発 

●住宅等のバリアフリー化の促進 

  ・居宅介護住宅改修制度、高齢者住宅改修相談員派遣事業 

  ・パンフレットやホームページを活用した制度や事業の啓発 

●リフォームに関する情報提供 

  ・リフォーム支援ネット「リフォネット」の紹介 

 

注 1相続登記の申請の義務化（令和 6年 4月 1日施行） 【国の制度】 

不動産を取得した相続人に対し、その取得を知った日から３年以内に相続登記の申請をすることを義務付け

ます。正当な理由がないのにその申請を怠ったときは、１０万円以下の過料が科せられます。  

「†」印がついた取組は、新規の取組です。 
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（２）空き家等の適正な維持管理 

【施策①】所有者等への意識啓発 

管理不全となる空き家等の増加を防ぐとともに、良好な状態の空き家等を維持して建物の利活

用を容易にするため、所有者等による空き家等の適正な維持管理を促進します。 

[主な取組] 

 ●空き家等の所有者等の意向把握 

  ・空き家等所有者アンケート（中間年に 1 回意向確認の通知を検討） 

 ●市民への情報発信【再掲】 

  ・市の広報やホームページを活用した定期的な情報発信 

  ・空き家対策ポスターの作成 

  ・市民講座の開催（空き家相談会、空き家セミナー） 

 ●固定資産税納税通知書を活用した空き家対策に関する啓発†【再掲】 

 ●持ち家に居住する高齢者に対する相談対応【再掲】 

  ・地域包括支援センターにおける総合相談業務 

  （高齢者の持ち家相談、成年後見制度利用相談） 

 ●空き家等の適正な維持管理に関する相談対応、助言・指導等 

  ・空き家等に関する相談対応の総括 

  ・空き地・立ち木等の適正管理指導 

  ・衛生害虫等に関する相談対応 

  ・ごみの不法投棄などに関する相談対応 

【施策②】地域と連携した空き家等の見守り体制 

所有者等が高齢の場合や市外に居住している場合など、所有者等に代わって空き家等の見守り・

管理を行うことのできる体制を整えます。 

[主な取組] 

●空き家等の適正管理に関する協定注 2に基づくシルバー人材センターの紹介 

●地域住民、自治会等との協働による空き家等の情報共有体制の検討† 

●警察や消防等の関係機関との連携† 

  ・空き家等の位置情報を共有し、巡回警ら等に活用できる体制を検討 

 

注 2空き家等の適正管理に関する協定 【市の制度】 

市と公益社団法人那須塩原市シルバー人材センターは、平成

27年 8月 24日に「空き家等の適正管理に関する協定」を

締結しています。 

この協定により、市は空き家等の所有者から空き家の管理に

ついて相談を受けた場合、シルバー人材センターを紹介しま

す。シルバー人材センターは、空き家等の所有者との契約を

行い、目視点検、除草及び清掃、樹木の剪定及び枝下ろし、

その他所有者の要望による空き家等管理業務を行います。  

「†」印がついた取組は、新規の取組です。 
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【施策③】所有者不存在空き家等への対応 

所有者の所在が不明又は死亡により相続人も不存在などの所有者不存在の場合には、空き家等

及び周辺環境等の状況に応じ、各種制度を活用するなど空き家等の適正管理に取り組みます。 

[主な取組] 

●不在者財産管理制度・相続財産管理制度注 3の活用 

●所有者不存在の空き家等へ財産管理人の申し立て等の措置の実施の検討† 

  ・所有者不存在の空き家等について適正な管理がなされていないとき、管理不全を改善する

ための軽微な措置を講ずることを検討 

  ・シルバー人材センターへの維持管理作業の委託を検討 

●応急代行措置の実施 

  ・人の生命、身体又は財産に重大な危険が切迫しているとき、当該危険を回避するために必

要な最小限度の措置を講ずる 

 

注 3不在者財産管理制度・相続財産管理制度 【国の制度】 

空き家等の所有者の所在が不明な場合や相続人が明らかでない場合等に、家庭裁判所は、利害関係人等の申

し立てに基づき、財産管理人の選任を行うことができます。 

選任された財産管理人は、財産を管理、保存するほか、家庭裁判所の許可を得た上で、所有者等に代わって、

不動産の売却等を行うことができます。 

□財産管理制度を活用して所有者不存在の空き家等を除却した事例（栃木県足利市） 

 

  

図：国土交通省 空き家対策における財産管理制度活用の事例集 

「†」印がついた取組は、新規の取組です。 
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３ 空き家等の活用の促進 

（１）空き家等の市場流通 

【施策①】空き家バンクの活用による定住等の促進 

中古住宅として流通可能な良質な空き家住宅の掘り起こしに取り組み、その情報を様々な媒体

により発信することで、空き家等の市場流通を支援します。 

[主な取組] 

 ●空き家バンク注 4への物件登録の促進 

  ・市の広報やホームページを活用した定期的な情報発信【再掲】 

  ・空き家対策ポスターの作成【再掲】 

 ●空き家バンクの利用に伴う補助金制度の周知・普及 

  ・空き家バンク登録建物リフォーム補助金（居住誘導区域内では助成額上乗せ） 

  ・空き家バンク利用子育て世帯転居補助金 

  ・空き家バンク利用契約媒介手数料補助金 

 ●空き家バンク登録が困難な空き家等への仲介協力店の紹介† 

  ・空き家バンクへの登録が難しい空き家等を取扱い可能な不動産事業者の登録制度 

 ●空き家バンクを活用した農地付き空き家の流通促進と農地取得時に必要な許可申請に関する

周知・啓発† 

 ●関係機関と連携した情報発信の検討† 

  ・郵便局、金融機関の窓口等における空き家バンクの情報発信の検討 

 

注 4那須塩原市空き家バンク 【市の制度】 

空き家バンクは、空き家の売却又は賃貸を希望する所

有者の方からの申込みを受けて登録された空き家の

情報を、空き家の利用を希望する人に対して、市が提

供する制度です。 

空き家バンクに登録された物件については、市のホー

ムページや市役所の窓口等で、利用を希望する方に対

して情報の提供を行います。 

空き家バンクの利用登録者が空き家バンクに登録さ

れている空き家を購入し定住するときには、リフォー

ム補助金、子育て世帯転居補助金、利用契約媒介手数

料補助金などの補助金を交付します。 
 

  

「†」印がついた取組は、新規の取組です。 
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 【国のガイドブック】 

国土交通省では、工事費用

の負担に関わらず、借主の

意向を反映して住宅の改修

を行うことができる賃貸借

契約やその物件をＤＩＹ型

賃貸借として定義し、その

普及に努めています。 

【施策②】中古住宅の流通促進に向けた支援の充実 

空き家等の円滑な市場流通を促進するため、各種支援制度の情報提供に取り組みます。 

[主な取組] 

●金融機関と連携した支援制度の充実 

  ・地方創生に関する包括連携協定注 5に基づく空き家対策優遇金利等 

●新しい賃貸借の仕組みについての情報提供・普及 

  ・DIY 型賃貸借注 6や定期借家制度 

  ・マイホーム借上げ制度注 7 

●空き家利活用支援専門家派遣事業（栃木県）に関する情報提供 

 

注 5 地方創生に関する包括連携協定       注 6 ＤＩＹ型賃貸借のすすめ 

【市の取組】 

市では、産業振興やまちづくり等に関する取組を推

進することにより、相互の発展及び地方創生の実現

に資することを目的に、地域金融機関の一部と包括

連携協定を締結しています。 

協定に基づき、空き家の解体又は補修に要する費用

への融資を行い、市の解体費補助金を利用する場合

には、優遇金利を設けている金融機関もあります。 

 

注 7マイホーム借上げ制度 【移住・住みかえ支援機構の制度】 

一般社団法人移住・住みかえ支援機構

（JTI）では、移住・住みかえを希望し

ているシニア（50歳以上）のマイホー

ムを借り上げ、それを子育て世代を中

心に転貸しています。 

市は、この制度の取扱窓口の認定を受

けています。 

 

 

 

  

図：一般社団法人 移住・住みかえ支援機構（JTI ) ホームページ 

図：国土交通省 ホームページ 
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 【国の制度】 

市町村が支援法人の指定を行う

ことにより、民間法人が公的立場

から活動しやすい環境を整備し、

空き家等対策に取り組む市町村

の補完的な役割を果たしていく

ことができるようになりました。 

【施策③】空き店舗を活用した地域産業の活性化 

空き店舗等については、創業や雇用創出等のための活用を促進し、地域産業の活性化を図りま

す。 

[主な取組] 

●空き店舗等を活用したオフィス誘致 

  ・オフィス整備費補助金注 8 

●空き店舗対策事業による創業支援 

  ・チャレンジショップ支援事業注 8 

 

注 8空き店舗対策事業（チャレンジショップ） 【市の制度】 

「オフィス整備費補助金」 

市内に本社を移転又は本社以外の事務所を新設する企業に対し、その整備に要する

経費の一部を補助しています。 

「チャレンジショップ支援事業費補助金」 

市内の空き店舗・空き家等を活用して事業を行う者に対して、改修費や設備費の一

部を支援しています。 

 

 

【施策④】空家等活用促進区域、空家等管理活用支援法人の指定についての検討 

空家法改正により、空家等活用促進区域制度、空家等管理活用支援法人制度が創設されたこと

を踏まえ、必要に応じて指定を行います。 

[主な取組] 

●空き家の用途変更や建替え等の推進 

  ・空家等活用促進区域注 9 

●所有者に対する情報提供や相談対応 

  ・空家等管理活用支援法人注 10 

 

注 9 空家等活用促進区域                  注 10 空家等管理活用支援法人 

【国の制度】 

市町村が重点的に空き家等の活用を図

るエリアを促進区域として定め、当該

区域内で、「経済的社会的活動の促進の

ために誘導すべき用途」としての活用

を空き家等の所有者に働きかけるこ

と、市町村が都道府県と連携して建築

基準法等の規制の合理化を図り空き家

等の用途変更や建替え等を促進するこ

とができるようになりました。 

 

  

図：空家等活用促進区域の設定に

係るガイドライン 

【促進区域の地区イメージ例】 
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（２）地域資源としての活用 

【施策①】地域課題に応じた空き家等活用・跡地活用 

地域の課題や需要に合わせて、空き家等を別の用途に転用したり、又は除却後の跡地活用等を

図るなど、持続可能な地域づくりに向けた空き家等の有効活用を促進します。 

[主な取組] 

 ●空き家等を活用したまちなか居住の促進 

  ・立地適正化計画誘導施策検討会の実施 

 ●住宅確保要配慮者向け住宅への活用促進 

  ・新たな住宅セーフティネット制度 

 ●生きがいサロン推進事業、通所型サービス B事業の促進 

 ●民間事業者、地域住民からの相談受付、情報提供 

  ・サービス付き高齢者向け住宅、グループリビング等 

  ・介護保険事業所としての活用 

  ・高齢者の地域での居場所としての活用 

 ●空き家を活用した子育てサロン注 11や多世代交流施設の整備 

 ●地域特性に応じた空き家等の有効活用† 

  ・駅前や温泉街等における空き店舗、空きホテル・旅館、空き地、公共施設などの休眠してい

る資源を活かした観光交流施設等の検討  

  ・農村地域における空き家バンクを活用した農地付き空き家の流通促進【再掲】 

 

注 11空き家を活用した子育てサロン 【市の取組】 

つどいの広場「ま～る」は、空き店舗を改修し

て整備された子育てサロンです。 

子どもたち（未就学児）とその保護者がおもち

ゃなどで遊ぶことのできる場所で、子どもや

親などの交流の場でもあります。 

NPO法人「子育てほっとねっと」に市が委託

して運営しています。 

 

 

  

「†」印がついた取組は、新規の取組です。 
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４ 管理不全空き家等・特定空き家等に対する措置 

【施策①】管理不全空き家等に対する措置 

空家法改正で創設された管理不全空き家等について、法第 13条第 1項に基づく行政指導や法第

13条第 2項に基づいた勧告を行います。 

 

[主な法上の措置] 

 ㋐ 適切な管理が行われていない空き家等の所有者等の事情の把握 

  ・適切な管理が行われていない空き家等について、まずは所有者等に連絡を取り、当該空き

家等の現状を伝えるとともに、当該空き家等に関する今後の改善方策に対する考えのほか、

処分や活用等についての意向など、所有者等の主張を含めた事情の把握に努めます。 

 ㋑ 管理不全空き家等に対する措置の事前準備 

  ・市は、当該市町村の区域内にある空き家等の所在及び当該空き家等の所有者等を把握するた

めの調査その他空き家等に関し法の施行のために必要な調査を行うことができます。（法第 9

条第 1項）。 

  ・空き家等施策担当部局は、必要に応じて管理不全空き家等に関する情報を関係内部部局に

提供し、共有します。 

 ㋒ 管理不全空き家等の所有者等への指導（法第 13条第１項） 

  ・管理指針に即し、当該管理不全空き家等が特定空き家等に該当することとなることを防止

するために必要な措置について指導することができます。 

  ・指導を受けた管理不全空き家等の状態が改善されないと認められるときは、市長は、当該

管理不全空き家等の所有者等に対し、繰り返し指導を行うべきか、必要な措置を勧告すべ

きかどうか、勧告する場合はどのような措置とするか等について検討します。 

 ㋓ 管理不全空き家等の所有者等への勧告（法第 13条第 2項） 

  ・市長は、法第 13条第 1項に基づき指導をした場合において、なお当該管理不全空き家等の

状態が改善されず、そのまま放置すれば特定空き家等に該当することとなるおそれが大きい

と認めるときは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空き

家等が特定空き家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な措置をとる

ことを勧告することができます（同条第 2項）。 
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㋑ 管理不全空き家等に対する措置の事前準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■管理不全空き家等と疑われる空き家等の判断基準 

 現時点では特定空き家等であると判断されないものの、今後、適切な管理が行われていないことに

よりそのまま放置すれば特定空き家等に該当することとなるおそれのある状態と判断される空き家等

を、管理不全空き家等と判断します。 

  

管理不全空き家等の認定 

㋒ 指導 

㋓ 勧告 

適正に管理されていない空き家等の事情の把握 

㋐ 適正な管理が行われていない空き家等の所有者等の事情の把握 

意見聴取 

（必須） 

空
き
家
対
策
審
議
会 

固定資産税等の 
住宅用地特例 除外 

状態が改善されないと認めるとき 

■対応フロー 
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【施策②】特定空き家等に対する措置 

適正に管理されず、地域住民の生活環境に影響を及ぼしている空き家等について、法第 12条に

基づく助言や関係法令に基づいた指導等を行います。 

特定空き家等に認定した場合には、法第 14条に基づく措置を講じ、生活環境の保全を図ります。 

適切な管理のために特に必要があると認めるときは、法第 14条に基づき市長は、裁判所に対して

管理人の選任等を請求します。 

 

[主な法及び条例上の措置] 

 ㋐ 情報の提供、助言等（法第 12条） 

  ・市は、所有者等による空き家等の適切な管理を促進するため、所有者等に対し、情報の提

供、助言その他必要な援助を行うよう努めます。 

 ㋑ 立入調査（法第 9条第 2項） 

  ・市は、特定空き家等に対する措置を行うために必要な限度において、空き家等と認められる

場所に立ち入って調査を実施し、空き家等の状況を把握することができます。なお、調査に

当たっては、法第 9条第 3項の規定により、調査の 5日前までに所有者等に通知します。 

  ・市長は、法第 22条第 1項から第 3項までの規定の施行に必要な限度において、空き家等の

所有者等に対し、当該空き家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくはその

委任した者に、空き家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができます。 

 ㋒ 特定空き家等の認定（条例第 9条、那須塩原市空き家対策審議会条例第 2条） 

  ・空き家対策審議会は、条例第 9 条の規定に基づく市長の諮問に応じ、特定空き家等の認定

に関することについて、調査審議します。 

 ㋓ 助言又は指導（法第 22条第 1項） 

  ・市長は、特定空き家等の所有者等に対し、当該特定空き家等に関し、除却、修繕、立木竹の

伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう助言又は指導をする

ことができます。 

 ㋔ 勧告（法第 22条第 2項、条例第 9条第 1項） 

  ・市長は、㋓の助言又は指導をした場合において、なお当該特定空き家等の状態が改善され

ないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除

却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとること

を勧告することができます。 

  ・市長は、法第 22条第 2項の規定による勧告をしようとするときは、あらかじめ審議会の意

見を聴かなければなりません。 

  ・市長が特定空き家等の所有者等に対して周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置を

とることを勧告した場合は、当該特定空き家等に係る敷地について、地方税法に基づく固

定資産税等の住宅用地特例※の対象から除外されます。 
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※固定資産税等の住宅用地特例（住戸一戸当たり） 

区分 固定資産税課税標準額 都市計画税課税標準額 

小規模住宅用地 200 ㎡以下 評価額×1/6 評価額×1/3 

一般住宅用地 200 ㎡を超える分 評価額×1/3 評価額×2/3 

住宅用でない宅地 特例なし 特例なし 

〈用語の説明〉 

住宅用地：次の二つを指す（ただし、(1) (2)とも、その上に存在する家屋の総床面積の 10 倍までの土地） 

(1)専用住宅の敷地の用に供されている土地の面積 

(2)併用住宅の敷地の用に供されている土地のうち、その面積に居住部分の割合に応じた率を乗じて得た土地の面積 

 

 

 ㋕ 命令（法第 22条第 3項、第 4項、第 11項） 

  ・市長は、空き家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるときは、家庭裁

判所に対し、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 25 条第 1 項の規定による命令又は同法第

952条第 1項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をすることができます。 

  ・市長は、㋔の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場

合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、

その勧告に係る措置をとることを命ずることができます。 

  ・市長は、命令をしようとする場合において、あらかじめ、その措置を命じようとする者に

対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載し

た通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有

利な証拠を提出する機会を与えなければなりません。 

  ・市長は、命令をした場合、標識の設置その他国土交通省令・総務省令で定める方法により、

その旨を公示しなければなりません。 

 ㋖ 公表（条例第 8条） 

  ・市長は、㋕の命令を受けた者が正当な理由なく当該命令に係る措置を講じないときは、次

に掲げる事項を公表することができます。 

  ・所有者等の氏名及び住所又は居所 ・空き家等の所在地 ・命令の内容 ・その他 

 ㋗ 行政代執行（法第 22条第 9項、行政代執行法第 2条） 

  ・市長は、㋕の命令をした場合において、その措置を命ぜられた者がその措置を履行しない

とき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがない

ときは、行政代執行法の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三

者をしてこれをさせることができます。 

 ㋘ 略式代執行・公告（法第 22条第 10項） 

  ・市長は、㋕の命令をしようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられるべき

者を確知することができないときは、事前に公告した上で、その者の負担において、その

措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができます。 

 ㋙ 応急代行措置（条例第 10条第 1項） 

  ・市長は、空き家等が適正な管理がなされていない状態にあることにより、人の生命、身体

又は財産に重大な危険が切迫していると認めるときは、当該危険を回避するために必要な

最小限度の措置を講ずることができます。 
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 ㋚ 緊急代執行制度（法第 22条第 11項） 

  ・市長は、災害その他非常の場合において、特定空き家等が保安上著しく危険な状態にある

等当該特定空き家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第 3 項から第 8 項までの規定

により当該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、当

該特定空き家等に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は措置実施者

に行わせることができます。 

 ㋛ 代執行費用の徴収円滑化（法第 22条第 10項） 

  ・第 3 項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を

命ぜられるべき者を確知することができないときは、市長は、当該命令対象者の負担におい

て、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者にその措置を行わせること

ができます。この場合においては、市長は、その定めた期限内に命令対象者においてその措

置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは市長又は措置実施者がその措

置を行い、当該措置に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ公告しなければなりません。 
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■対応フロー 

㋖ 公  表 

意見聴取 

（必須） 

意見聴取 

（任意） 

判断に係る意見 

状態が改善されないと認めるとき 

適正に管理されていない空き家等の現地調査、事情の把握 

㋐ 適正な管理の促進のための情報提供・助言等 

空
き
家
対
策
審
議
会 

㋒ 特定空き家等の認定 

㋙ 応急代行措置 

㋓ 助言 ・ 指導 

㋔ 勧  告 

正当な理由なく当該命令に係る措置

を講じないとき 

 

災害その他非常の場合において、保安上

著しく危険な状態にある等で必要な措置

をとる必要があると認めるとき 

措置を命ぜられた者がその措置を履

行しないとき、履行しても十分でな

いとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないとき 

人の生命、身体又は財産に重大な

危険が切迫していると認めるとき 

意見陳述 
機会の付与 

固定資産税等の 
住宅用地特例 除外 

㋘ 略式代執行・公告 

㋑ 立入調査 

㋚ 緊急代執行 

㋛ 代執行費用の徴収円滑化 

㋕ 命  令 意見陳述 
機会の付与 

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった

場合において、特に必要があると認めるとき 

㋗ 行政代執行 

過失がなくてその措置を命ぜられるべき

者を確知することができないとき 
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■特定空き家等と疑われる空き家等の判断基準 

１ そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

① 建物の傾斜等 

木造建築物について、1/20 超の傾斜が認められる状態 

鉄骨造建築物について、1/30 超（傾斜を生じた階の上の階数が 1 階以下の場

合）又は 1/50 超（傾斜を生じた階の上の階数が 2 階以下の場合）の傾斜が

認められる状態 

鉄筋コンクリート造建築物について、損傷度Ⅳの柱本数の割合が 20%超又は

損傷度Ⅴの柱本数の割合が 10%超 

② 屋根の破損 屋根が著しく変形している状態や、屋根の一部が抜け落ちている状態 

③ 軒の傾斜 軒の一部が崩落している状態 

④ 外壁の破損 
タイルなどの仕上げ材の一部がはがれ、下地が露出している状態や、外壁を

貫通する穴が生じていて、大修理を要する程度まで至っている状態 

⑤ 外壁、屋根材等

落下の恐れ 

外壁のタイルのせり上がりや、屋根の瓦のズレ、雨樋の破損などにより、実

際に脱落している状態 

⑥ その他 その他、倒壊等保安上の危険がある状態 

２ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

① 悪臭・異臭 ごみ等の放置や浄化槽の破損、排水等の流出による臭気の発生がある状態 

② 衛生動物・害虫

の有無 

ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生している

状態 

③ その他 その他、衛生上有害なものがある状態 

３ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

① 建築物の外観 
屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置さ

れている状態 

② 雑草 
草丈がおおむね 30 センチメートル以上となっていて、雑草が敷地の外には

み出している状態 

③ 樹木 
飛び出している枝葉がおおむね 30 センチメートル以上となっていて、枝葉

が敷地の外にはみ出している状態 

④ 看板等の工作物 
看板等の工作物が原型を留めず本来の用をなさない程度まで破損、汚損した

まま放置されている状態 

⑤ その他 その他、景観を損なっているものがある状態 

４ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

① 動物のふん尿等 動物のふん尿による臭気や動物の毛、羽毛等の飛散などが発生している状態 

② 外壁及び開口部 
外壁を貫通する穴が生じている、ドアが外れているなど、不特定の者が容易

に進入できる亀裂や開放がある状態 

③ 塀・柵等の破損 塀や柵に、不特定の者が容易に進入できる亀裂がある状態 

④ 窓ガラスの破損 窓ガラスが割れているなど、不特定の者が容易に進入できる破損がある状態 

⑤ その他 その他、周辺の生活環境に関するものがある状態 
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【施策③】所有者等に対する支援 

危険な空き家等の除却を促進し、周辺の生活環境の保全を図るため、解体に掛かる費用の補助

を行います。 

[主な取組] 

 ●老朽化した危険な空き家等の解体補助による除却の促進 

  ・特定空き家等解体費補助金注 12（居住誘導区域内では助成額上乗せ） 

 ●災害により被害が生じた又は見込まれる空き家等の緊急的又は予防的な除却促進† 

  ・別荘地等の住宅流通が特に困難な地域における解体促進策の検討 

 ●狭小敷地、無接道敷地等に立地し、通常想定される除却費と比較して高額となる場合の除却

促進† 

 

注 12空き家対策総合支援事業「空き家・不良住宅の除却に対する補助」 【国の制度】 

特定空き家等や不良住宅の除却に要する費用の一部を助成する。また、除却後の跡地が地域活性化のための計画

的利用に供される場合、空き家等の除却に要する費用の一部を助成する。 

雪害、地震、風水害、土砂災害等の各種災害により被害が生じた又は見込まれる空き家等の緊急的又は予防的な

除却については、空き家等対策計画に位置付けた場合に限り、当該空き家等の除却後の跡地を「地域活性化のた

めの計画的利用に供さなければならない」という要件を適用しない。 

狭小敷地、無接道敷地等に立地し、通常とは異なる工法により除却する場合、通常想定される除却費と比較して

高額となる場合に限り、かかりまし費用を補助対象に追加する。 

 

 

  

「†」印がついた取組は、新規の取組です。 
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第５章 計画の推進に向けて 

１ 空き家等対策の実施体制 

（１）市の実施体制 

空き家等に関する対策を推進するには、市民をはじめ、市、事業者、関係機関・団体等、多様

な主体の連携による取組が必要ですが、市内部の組織体制が整っていることが前提となります。 

市民からの空き家等に関する情報提供、所有者等からの管理や活用に関する相談など、それぞ

れの内容に応じて的確に対応できる体制を整備するとともに、それらの連携が可能となるよう組

織の体系化を図ります。 

①  庁内実施体制 

空き家等に関する対策においては、市の空き家等対策の担当課と関連部署（建設部、企画部、

総務部、市民生活部、環境戦略部、保健福祉部、子ども未来部、産業観光部、農業委員会事務局、

上下水道部、支所等）が十分に連携して取り組みます。 

■庁内実施体制（令和６年４月１日現在※）  

建設部 

都市計画課 

・空き家等の適正な管理促進のための取組 
・空き家バンクの運用 
・特定空き家等に対する助言・指導等の措置 
・空き家等のデータベースの整備 
・空き家等対策計画の策定 
・空き家等対策における関係課との調整及び必要な会議の実施 
・宅地建物取引業協会、建築士会、シルバー人材センター等との連携 
・空き家等に関する相談対応の統括 
・立地適正化計画の策定と居住誘導区域の設定 

建築指導課 
・倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある建築物への指導 
・建築物の耐震化促進の取組 

保全管理課 ・道路パトロールの際に確認した危険な空き家等に関する情報提供 

企画部 

企画政策課 
・総合計画、国土利用計画那須塩原市計画における空き家等に関連する
政策の調整 

総務部 

危機管理課 ・空き家等の防災対策に関する取組 

固定資産税課 

・市が空き家等の所有者等を調査する際の固定資産税情報等の提供 
・勧告を受けた特定空き家等の敷地に係る固定資産税等の住宅用地特例
対象からの除外 

市民生活部 

市民協働推進課 ・自治会との連携 

交通防犯課 ・空き地・立ち木等の適正管理指導、空き家等の防犯に関する取組 

市民課 ・相続登記の必要性に関する周知・啓発 

環境戦略部 

ネイチャーポジティブ課 ・空き家等に対し衛生上有害となるねずみ、害虫等への対応 

サーキュラーエコノミー課 ・ごみの不法投棄など衛生上有害となる空き家等の監視指導 

 



30 

保健福祉部 

社会福祉課 ・社会福祉協議会や民生委員との連携 

高齢福祉課 

・介護保険事業所や地域での居場所づくりに空き家等を活用する場合の
相談受付 

・地域住民主体による高齢者世帯の見守りに関する取組 

子ども未来部 

子育て支援課 ・空き家等を活用した子育て支援の取組 

産業観光部 

商工振興課 
・空き店舗を活用した中心市街地活性化の取組 
・商工会との連携 

農務畜産課 ・農地付き空き家等の活用促進に関する取組 

農業委員会事務局 
 ・農地付き空き家等の活用促進に関する取組 

上下水道部 

管理課 ・空き家等及びその所有者等の把握に関する水道閉栓状況等の情報提供 

支所 

西那須野支所 

塩原支所 

・市民からの相談受付 
・その他、一部本庁と同様の業務 

※課名等の名称は、市の組織改正に伴い変更になる場合があります。 

 

② 空き家対策審議会 

空き家等対策の推進及び適正管理に関する事項について諮問し、調査審議した結果について意

見を求めるため、平成 28年 8月から空き家対策審議会を設置しています。審議会の組織と所掌事

務は次のとおりです。 

（組織） 

・ 学識経験を有する者 

・ 建築関係者 

・ 不動産業関係者 

・ 上記に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（所掌事務） 

・ 法第 6条第 1項に規定する空き家等対策計画の策定に関すること。 

・ 法第 2条第 2項に規定する特定空き家等の認定に関すること。 

・ 条例第 2条第 2号に規定する特定空き家等に対する措置の方針に関すること。 

・ 法第 13条第 1項に規定する管理不全空き家等に対する措置の方針に関すること。 
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（２）関係機関・団体等との連携 

空き家等に関する対策については、関係法令が多岐にわたるとともに、対応のあり方も状況に

よって異なるため、複数の関係機関や団体、専門家等と連携して対応する必要があります。 

また、空き家等に係る民間事業者や NPO、市民団体、空家等管理活用支援法人等との連携によ

り、各々が空き家等の対策に参画しやすい環境を整備するなど、目的に応じた連携体制を整備し

ます。 

① 宅地建物取引業協会 

空き家バンクの運用や空き家等の見守りに係る連携 

② 建設事業者 

空き家等の改修や解体の相談 

③ 金融機関 

空き家等の改修や解体に係る資金の相談 

④ 建築士会 

空き家等の耐震化や老朽家屋対策の相談 

⑤ 弁護士・司法書士・土地家屋調査士・行政書士 

相続や登記に関する相談や調査、財産の所有権移転手続き 

⑥ シルバー人材センター 

空き家等の見守りサービスに係る連携 

⑦ 自治会、民生委員、自主防災・防犯組織 

空き家等情報の提供、空き家の利活用 

⑧ 商工会、社会福祉協議会、NPO団体等 

空き家等の利活用 

⑨ 栃木県 

空き家等対策に係る諸制度の助言 

⑩ 空家等管理活用支援法人 

空き家等の活用や管理方法に係る相談 
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（３）空き家対策の実施フロー 

空き家等に関する対策においては、様々な立場の人から、幅広い相談が市に寄せられることが

想定されます。それらに適切かつ迅速に対応を行うため、空き家等に関わる問合せ窓口は空き家

等対策の担当課に一本化し、相談内容に応じて関係部署・関係機関等と連携しながら、以下のフ

ローにより対策を実施します。 

■市の空き家等対策実施フロー 

 

  

対応依頼 
庁内関係部署 

空き家等対策 
担当課 

現地調査（空き家等の状況・所有者等について調査） 

適正に管理されていない 適正に管理されている 

集約 

所有者等の意向に応じた情報提供 
（適正な管理、賃貸・売却、利活用等） 

 

改善された 事情の把握、適正な管理の促進の 
ための情報提供・助言等 

適正に管理されていない 

空き家等の情報 

市 民 等 

各課 

通報・相談 

状況報告 

通報・相談 

特定空き家等の認定 

関係機関・団体等 
（宅地建物取引業協会・ 

シルバー人材センター 等） 

連携 

管理不全空き家等に該当 

管理不全空き家等に認定 

指導 

勧告 
※固定資産税等の 

特例解除 

改善されない 
意見聴取 
（必須） 

空き家等の状態が更に悪化 

改善されない 

特定空き家等に該当 

空き家等の状態が改善 

特
定
空
き
家
等
に
該
当 

立入調査（必要に応じて実施） 

立入調査（必要に応じて実施） 

空
き
家
対
策
審
議
会 

次ページへ 

判断に 
係る意見 
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特定空き家等の認定 

意見聴取 
（必須） 

意見聴取 

（任意） 

命令 
↓ 

標識の設置・公示 
↓ 
公表 
↓ 

代執行 

助言・指導 

勧告 

前ページから 

空
き
家
対
策
審
議
会 
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２ 空き家等の継続的な調査・把握 

（１）管理不全な空き家等の情報把握 

市民からの通報や相談に加え、関係各課で把握した空き家等に関する情報を収集し、管理不全な

空き家等の情報把握に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）定期的な空き家等調査の実施 

定期的に空き家等実態調査を実施し、市内の空き家等の実態を把握します。 

 

 

■調査の流れ 

③ 住民票・戸籍情報により相続人を調査 

１ 市民からの通報・相談等 

① 空き家等対策担当職員が現地を確認し、空き家等の状況を把握（必要に応じて建築担当職員が同行） 

① 土地建物登記情報により所有者を調査 

 

② 固定資産税情報により納税義務者（所有者）、納税管理人を調査 

３ 所有者等の特定 

２ 現地調査 

④ 水道等の使用情報により水道利用者等を調査 

③ 必要に応じて、近隣住民や関係者等から情報収集、関係内部部局に情報提供 

② 特定空き家等と疑われる空き家等の判断基準により、周辺の生活環境への影響度合いを確認 

４ 立入調査 

① 所有者や相続人が不明な場合、不在者財産管理人制度、相続財産管理人制度、財産管理制度の

活用を検討 

５ 管理人選定等の手続 


